
内閣総理大臣  高市 早苗 様 

農林水産大臣  鈴木 憲和 様 

財務大臣     片山 さつき 様 

農業と食料を守るための所得補償制度を求める署名 
 

「令和の米騒動」と言われた米不足と米価の高騰は、大きな混乱をもたらしました。その後も肥料や農

業生産資材などが高騰する中、農家の平均年齢は 67.8歳と高齢化が進み、急速に農業をやめる人が

増えています。日本の食料自給率はカロリーベースで 38％、種や飼料等を海外に依存していることも考慮

すると 10％に満たないと言われています。異常気象や熊・猪・猿といった獣害も加わって、米をはじめ、野

菜や果樹、酪農・畜産など日本の農畜産物の供給は危機的な状況にあります。 

一方、物価高騰に賃金が追いつかない中、消費者にとっても現状の価格での食品購入が厳しいという

実態があります。食べ物は一日も欠かすことができないものです。農家が再生産できる価格と消費者が買

える価格とのギャップを政策的に補填するため、農家への「所得補償制度」を作り、将来にわたり食料の安

定供給を可能にすべきです。これは、欧米などで広く導入されている制度です。 

農業の持つ国土保全や水の涵養など多面的機能を維持するためにも、大規模層だけでなく、耕作地の

４割を占める中山間地域も含め、生産者全体に対する所得補償制度を早急に作ることを求めます。 

 

【要望事項】 

すべての農家が再生産できる価格と消費者が買い続けられる価格との差を補填する、実効性のあ

る「所得補償制度」を作ることを要望します。 
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※ご家族等でも、お一人ずつお名前と都道府県から住所をお書きください。「同上」や「〃」は使用不可。住所は市町村名までで結構です。 

※枠内の全員分を記入する必要はありません。 

※いただいた署名は政府に提出する以外の目的では使用いたしません。 

提出締切：2026年12月4日(金) 

 

【取り扱い団体】＜署名集約先＞ 
生活クラブ生活協同組合・東京 
〒156-0051 
東京都世田谷区宮坂3-13-13 
政策推進課 宛 
03-5426-5204 
 

【呼び掛け団体】 

令和の百姓一揆実行委員会 

〒102-0093    

東京都千代田区平河町2-3-10 ライオンズマンション216 

弁護士法人山田正彦法律事務所気付 

メール：reiwa100sss@gmail.com 

 


